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平成 22 年度自己点検評価結果	
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Ⅰ	
 教育活動	
 

・優れた点	
 

①学部教育系および大学院教育学研究科において、進学者を除く教員就職率が７割を超える選修・専攻が

昨年度より増加した。	
 

②多彩なキャリア支援行事が実施され、多くの学生が参加した。	
 

・検討を要する点	
 

①学部で志願倍率が２倍未満の選抜単位があった。	
 

②学部教育系で進学者を除く教員就職率が６割に達しない選修・専攻があった。	
 

③大学院教育学研究科で入学者数が定員に満たない専攻、および、定員の1.5倍を超える専攻があった。	
 

④大学院教育学研究科で進学者を除く教員就職率が５割に達しない専攻があった。	
 

⑤特別専攻科で志願者が減少し、入学者が定員に達しなかった。	
 

	
 

Ⅱ	
 研究活動	
 

・優れた点	
 

①文部科学省特別経費事業７件、文部科学省受託研究事業６件が実施された。	
 

②教育実践研究推進機構において、学系、施設・センター、附属学校が連携して多彩な研究活動が行われた。	
 

	
 ③研究活動における受賞が７件あった。	
 

・検討を要する点	
 

①科学研究費補助金の新規応募件数に学系間で偏りがある。	
 

	
 	
 

Ⅲ	
 社会貢献活動	
 

・優れた点	
 

①第２回の免許状更新講習において、定員充足率が大幅に改善した。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 ②附属学校において多様な現職教員研修講座が実施され、多くの参加者があった。	
 

・検討を要する点	
 

	
 	
 ①地域連携事業の参加者に学系間で偏りがある。	
 

	
 

Ⅳ	
 国際交流活動	
 

	
 	
 ・優れた点	
 

①東アジア教員養成国際コンソーシアム、モンゴルとアフリカにおけるＪＩＣＡ受託事業などに積極的に

取り組んだ。	
 

・検討を要する点	
 

①教員の海外派遣と海外研究者の受入が少ない。	
 

	
 

Ⅴ	
 大学運営	
 

・優れた点	
 

①年度計画の担当理事・副学長を明確にし、進捗状況を全学フォーラムで確認する新たな方式を実施した。	
 

②自己点検評価の方式を大きく改めて、アニュアル・レポートを発行し、点検・評価・改善のプロセスの

明確化と迅速化を図った。	
 

③法人に置かれていた室、会議、部会等を整理統合し、業務の効率化と簡素化を図った。	
 

・検討を要する点	
 

①会議開催数の少ない委員会や部会について、会議以外の業務の有無なども考慮しながら整理統合につい

て検討する必要がある。	
 

②受託事業、受託研究、産学連携事業、地域連携事業の区分に曖昧な点があり、整理する必要がある。	
 


